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臨床ウイルス学会	
 利益相反に関する基本方針 
１．はじめに 
	
 学術団体は研究の公正・公平性の維持、学会発表、論文発表での透明性、社会的信頼性を保持し、

産学連携による研究活動により派生する個人の利益が特定企業との利益と相反する状態が発生す

る。こうした状態を適切に対処することが産学連携研究活動を推進するために必要となる。 
 
２．目的 
	
 臨床ウイルス学会に所属する学会員が研究成果の発表、研究活動の中立性・公正性を維持し、安

心して研究を推進する環境を維持するために利益相反の自己申告の指針を示す。 
 
３．対象となる者	
 （学会が主催する学術集会での発表、学会誌「臨床とウイルス」での発表に関

して） 
	
 3-1. 学会において共同演者を含めた演題発表者 
	
 3-2. 臨床とウイルスへの共同演者を含めた投稿者 
	
 3-3. 上記の対象者に加えて配偶者、一親等の親族、 
 
４．申告すべき事項 
	
 対象者は以下の事項で、適応細則で定める基準を超える場合には開示公開する。 
	
 4-1. 企業、営利を目的とする団体の職務を兼任 
	
 4-2. 企業の株の保持 
	
 4-3. 企業、営利を目的とする団体からの特許権使用料 
	
 4-4. 企業等の会議での発表や、講演会等の講演料、パンフレット等に対する原稿料 
  4-5. 企業等が提供する共同研究、受託研究費、奨学寄附金 
	
 4-6. 企業からの寄付講座	
 寄付 
 
５．実施方法 
	
 研究成果の発表に際し利益相反状態を発表時に所定の書式で適切に開示する。論文発表に際して

も同様に対処する。 
 
  



2 
 

臨床ウイルス学会	
 利益相反に関する運用細則 
	
 研究者、研究機関、学術団体が企業、営利を目的とする団体との産学連携研究活動において利益

相反状態に適切に対処し運営するための具体的指針を定める 
１．学会発表時の開示方法	
  
	
 学術集会において発表するときには 共同演者を含めた全員の利益相反状態について開示する。 
 発表時のスライドの演題タイトルの次の 2枚目に以下の様式に準じた方法で開示する 
（発表例）	
 	
 COIがある場合	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 COIがない場合 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
２．臨床とウイルス：投稿原稿における開示方法 
	
 本文テキストの最後に１文を加える。 
 
３．利益相反の自己申告が必要な基準	
 前年度の収入の中で 
	
 3-1. 企業等の役員、顧問報酬で年間 100万円以上 
	
 3-2. 企業の株式を保有し、一企業の株式配当、売却益が 100万円以上 
	
 3-3. 特許権使用料が年間 100万円以上 
	
 3-4. 企業での発表、講演料、原稿料の総額が 100万円以上 
	
 3-5. 企業からの産学共同研究、受託研究費、治験費用、奨学寄附金が申告者の属する研究室の 
	
 	
 	
 代表に年間 200万円以上 
	
 3-6. 企業が提供する寄附講座に所属する場合 
 
４．基本指針、運用細則は定期的に見直し改正には理事会で審議し総会で承認を得る。 
	
 

 


